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Permanent Planetは「未来に地球を残したい」をコン
セプトに、環境経営支援・環境教育事業を行う会社です
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会社概要

会社概要 代表プロフィール

会社名 Permanent Planet株式会社

住所 神奈川県逗子市逗子
1-6-27-402

代表 池田 陸郎

資本金 1,000,000 円

主な事業 ESG経営支援（脱炭素等）
次世代教育・アウトドアイベントの企画運営

設立 2022年7月7日

氏名:池田陸郎
経歴:早稲田大学政治経済学部卒。
新卒で東レに入社。その後葉山のアウトドア企業の立ち上げ
を経て、脱炭素コンサル会社で企業自治体のESG推進を支
援。
デジタルグリッド株式会社RE Manager
バイオシードテクノロジーズ株式会社 サステナブルアドバイザー
株式会社大川印刷顧問
ジャパンブルーエコノミー技術研究組合オフセット事務局
横浜グリーン購入ネットワーク 事務局⾧
ALLGOOD COLLECTIVE(Allbirdsアンバサダー)

web https://www.permanent-planet.com/

SNS https://www.facebook.com/Permane
ntPlanet.inc
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代表の担当事業・講演等

最近の主な講演・寄稿など

平成29～令和4年度 横浜市 横浜ブルーカーボン・オフセット制度運営・調査検討業務委託
令和3年度 内閣府 沖縄型産業中核人材育成事業「SDGs×観光産業持続可能な沖縄観光業界の人材育成プログラム」
令和3年度 環境省 ブロックチェーン技術を活用したCO2削減価値創出モデル事業
令和3年度 国立研究開発法人 海上・港湾・航空技術研究所 Jブルークレジット活用ガイドライン策定補助業務
令和3～4年度 善通寺市 善通寺市再生可能エネルギー導入促進支援業務
令和4年度 西条市 地域再エネ導入戦略策定支援業務
平成25年～令和5年度 東北経済産業局 国内における温室効果ガス排出削減・吸収量認証(J-クレジット) 制度委託
令和5年度 環境省 ナッジ×デジタルによる脱炭素型ライフスタイル転換促進事業 内部検討委員
令和5年度～7年度 ジャパンブルーエコノミー技術研究組合 Jブルークレジット・カーボンオフセット事務局
令和5年度～7年度 善通寺市市民参加型ＳＤＧs推進プロジェクト実施業務
令和5年度～7年度 日南市SDGsワークショップ運営事務局
令和6年度～7年度 国立研究開発法人海上・港湾・航空技術研究所 Jブルークレジット運用システムの改良運営補助業務

最近の主な担当公共事業

令和8年
3月愛知県主催「森林クレジット活用セミナー」登壇
3月中国経産局、中国電力、鳥取銀行、中電環境テクノス主催「脱炭素セミナー」基調講演
2月デジタルグリッド、コニカミノルタ「これからの再エネ調達を考えるセミナー」ファシリテーター

令和7年
12月山形市主催「地域産業のための脱炭素経営セミナー」登壇
11月環境ビジネスカンファレンス「環境ビジネスカンファレンス スコープ3の実践法と最新取組事例」登壇
11月中国経済産業局「J-クレジットセミナー」 講演
10月三重県「自然系クレジットの活用普及セミナー」講演
10月埼玉県「中小企業のための脱炭素経営セミナー見える化によるCO2削減の手法」 講演
6月 GPN・LCAF共催セミナー「製品のCFP算定に向けた“最初”の１歩 －ライフサイクル思考の重要性－」 講演
3月 GPN・NACS共催セミナー「消費者の視点で考えるカーボンフットプリント」 講演
1月 インド自動車部品工業会「脱炭素経営に向けた実践的な取り組み研修」 講演
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環境経営支援と自然・アウトドアを領域に企業と自然が
共生できる社会を次世代に残すことを目指しています
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事業概要

ESG経営
支援

ESG経営
支援

自然
教育

アウトドア

自然
教育

アウトドア

CO2排出量
算定

脱炭素
経営支援

再エネ調達

SDGs経営

事業、製品製造、サービス展開、イベント
開催のCO2排出量や削減効果の算定

企業・自治体の脱炭素経営支援、CDP
回答・SBT認定取得支援、省エネ施策
支援、カーボンオフセット企画支援など

事業やイベント等の使用電力の再エネ化
（電源マッチング、環境価値調達）

事業展開におけるSDGsの実装支援、
企業や自治体などのSDGs推進スキーム
構築、ESG経営、BCP策定支援

自然由来
クレジット

生物多様性
情報開示

ネイチャー
ツーリズム

Jブルークレジットの創出・活用支援
J-クレジット制度登録・認証支援

土壌動物調査、植生地毎木調査、植生復
元、OECM対応、TNFD開示の支援

自然×ランニングモデルコースの策定支援、
地域の自然スポットランニングイベント企画
運営

チーム
ビルディング

中高大学生向け次世代ワークショップ、従
業員満足度調査、企業倫理ヘルプライン
設置、各種ワークショップの開催等
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1.森林クレジットの活用事例
2.森林クレジットの持つ可能性
3.森林クレジットの活用におけるストーリー作りと留意点

本日お話する内容
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森林クレジットの活用事例➀ 喜多方市(観光資源として)

地方の観光産業において、脱炭素を
始めとするサステナブルツーリズムを構築。

福島県における観光産業のカーボンオ
フセットモデル事業として、喜多方市お
よび喜多方観光物産協会が連携。
旅行代理店や自治体、一般観光客
を対象として、脱炭素や再生可能エ
ネルギー分野の基礎講座や、植樹を
通じたCO2吸収とオフセットを体験で
学びを深めていただきました。

福島県/喜多方市/喜多方観光物産協会



① SDGsを授業で学ぶ
② 修学旅行でSDGsカードゲーム体験やホテル（阪急ホテル）のSDGsを聴講
③ 移動のCO2を算定し、カーボンオフセット
④ クレジットを創出する森林で学習

喜多方市の森林クレジットを地元の中学校の修学旅行の
環境教育材料として活用。

森林クレジットの活用事例➀ 喜多方市(サステナブル教育の教材として）



阪急ホテルと地元リサイクル企業
による循環型社会の座学

修学旅行のCO2を吸収する森林で学習

SDGsカードゲーム

森林クレジットの活用事例➀ 喜多方市(サステナブル教育の教材として）



福島県磐梯町立磐梯中学校の生徒と教諭37名のバスと飛行機の移動によるCO2を
福島の森林でカーボンオフセット

画像提供元：磐梯中学校ブログ https://bandai.fcs.ed.jp/blogs/blog_entries/view/49/285695760815b8553f5e1ebf8076b8c8?frame_id=120

CO2吸収の森へ感謝

SDGsな宿泊体験

SDGsの座学

自らの排出量と身近な森の吸収量の価値を学ぶ教材としてのクレジット

フリマで資金を集めて



森林クレジットの活用事例➁ SAGA COLLECTIVE(地域産業を支える資源に)



森林クレジットの活用事例➁ SAGA COLLECTIVE(地域産業を支える資源に)



森林クレジットの活用事例➁ SAGA COLLECTIVE(地域産業を支える資源に)



カーボンオフセットの前に「エネルギー使用量を減らすノウハウ」の共有か
ら



各社の事業のCO2を地元の自然由来のクレジットで打ち消すストーリーを大切に



免罪符ではない、という認識。

私たちは地元の自然環境を保全するプロジェクト（自然由来のクレジット）を選定しています。
その理由は、地元の自然に還元しなければ、私たちのものづくりの未来はないと考えているためです。
具体的には、「佐賀県有林」「福岡県久山町有林」「九州電力社有林」「唐津市串浦の藻場再生」によるカーボン・クレジットを
つかっています。

そして、私たちは必ず現場を視察しています。
現場を確認し、自然環境の保全に取り組んでいる方々と意見交換をし、お互いの取り組みに賛同したうえで、クレジットの売買契
約を結びます。
お金を払うことで環境に負担をかける言い訳にならないよう、カーボン・オフセットの実施においては「地元の自然由来のクレジットで
あること」「つくる人たちとつかう私たちが相思相愛であること」を大切にしています。
さらに、私たちは2024年3月に佐賀県と「森川海人っ協定」を締結しました。県有林の一部を借りて、除伐や除草、植林といった
森林保全活動に自ら取り組んでいます。

カーボン・オフセットを免罪符にしない



生物多様性、ネイチャーポジティブという納得感

カーボン・オフセットを免罪符にしない



森林クレジットの活用事例➂ スーパーホテル

 2010年より、公式ホームページ経由の予約およびPremier店舗の利用室分を対象に、宿泊に
伴うCO2排出量（Scope1、2相当）をカーボン・オフセットする「ECO泊（エコ泊）」を提供して
きました。2024年10月からは、対象範囲を全ての宿泊に拡大し、「CO2実質ゼロ泊」のサービス
を開始しました。

 宿泊時のガス・水道の使用によるCO2排出量は100%カーボン・オフセットし、電力消費に関して
は電力会社のCO2フリープランや非化石証書を活用して全ての宿泊施設で再生可能エネルギー
由来のグリーン電力を使用しています。

 2025年3月までの「ECO泊」および「CO2実質ゼロ泊」の宿泊数は延べ約 2,959万泊となってお
り、カーボン・オフセットによる累計削減量は154,957t- CO2に達しています。



森林クレジットの活用事例➂ 森林クレジットのコベネフィットに注目



森林クレジットの活用事例➂ 森林資源すべてに繋がるストーリー作り

宮崎県諸塚村とスーパーホテルは、森林資源を活用した取り組みなどの更なる連携・協働の為に、
包括連携協定を締結。協定には、諸塚村の木材を活用したアメニティボックスを全国のホテルで取り
入れることなど持続可能な社会につながる8つの項目が含まれており、更なるスーパーホテルと諸塚
村の発展・協力が促進される。



2025年 第26回グリーン購入大賞・環境大臣賞をダブル受賞

■「グリーン購入大賞」とは
グリーン購入大賞は、環境や社会に配慮した製品やサービスを環境負荷低減と社会的責任の遂
行に努める事業者から優先的に購入する「グリーン購入」の普及・拡大に取り組む団体を表彰する
制度として、1998年に創設されました。

第26回グリーン購入大賞では、持続可能な調達（消費と生産）を通じた SDGs の目標達成、と
りわけ、脱炭素社会やサーキュラーエコノミーの実現に寄与する取り組みを募集し、審査が行われま
した。



トランスコスモスでは自社のクラウドサービスの開発から運用までのCFPを算定し、そのCO2を各地の
森林クレジットによってオフセットし実質CO2排出ゼロを実現したクラウドサービスとして訴求。

森林クレジットの活用事例➃ 企業における森づくりへの貢献とネットワーク構築



森林クレジットの活用事例➃ 企業における森づくり貢献のネットワーク構築

自治体や大学の様々なDXの課題を解決するクラウド
サービス「KANAMETO」の企画・開発・提供にあたって
排出する温室効果ガスを算定。
ライフサイクルの内、「原材料調達」「生産」「使用」のプロ
セスに基づいて算定し、そのCO2をカーボンオフセットする
クレジットについても、持続可能な森林経営を行う地域か
ら選定。



森林クレジットの活用事例➃ 企業における森づくり貢献のネットワーク構築

① 北海道上川北部・網走西部管理区域道有林J-ク
レジット創出事業

② ⾧野県有林における森林経営活動
③ 愛知県県有林J-クレジット創出プロジェクト
④ 滋賀県造林公社森林管理プロジェクト
⑤ 高知県森林吸収量取引プロジェクト
⑥ 福岡市営林間伐促進型プロジェクト
⑦ 宮崎県門川県有林 森林吸収源活用モデル事業
⑧ 熊本県県有林による間伐を用いた温室効果ガス吸

収事業
⑨ ⾧崎県林業公社 間伐促進エコマテリアル創出プロ

ジェクト
⑩ 鹿児島県森林整備公社森林経営活動
⑪ 全国の家庭および事業所における太陽光発電設備

の導入他

愛知県県有林をはじめとする国内の様々な地域の森林クレジットを活用しています。
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スポーツ大会において、サーキュラーエコノミーなど、環境に
配慮された大会運営を支援しています。

毎年2万3千人以上が参加する湘南国際マラソン
において、選手の荷物を預けるためのポリ袋を回収
し、翌年の袋にリサイクルする取組みと、その工程の
CO2のカーボン・オフセットを支援しています。

湘南国際マラソンの荷物袋リサイクル 万博expo駅伝のサステナビリティ企画

万博expo駅伝のほか、
横浜マラソンなど、スポー
ツイベントのCO2の算定
や情報開示のほか、カー
ボンオフセットには森林くク
レジットが選ばれています。

森林クレジットの活用事例➄ 都市部における森づくりへの貢献



© Permanent Planet Corporation 25

1.森林クレジットの活用事例
2.森林クレジットの持つ可能性
3.森林クレジットの活用におけるストーリー作りと留意点

本日お話する内容
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森林クレジットの持つ様々な可能性について

愛知県のパンフをベースに考察

生物多様性の保全（ネイチャーポジティブ）
森林整備が進むことで、多様な動植物が生息できる
環境が守られます。近年、世界的に注目されている
「ネイチャーポジティブ（自然再興）」への具体的なア
クションとして、投資家や顧客に強く訴求できます。
環境省では自然共生サイトなどの事業で展開中。

水源涵養（かんよう）機能の維持・向上
適切に管理された森林は、雨水を地下に蓄え、浄化
して川へ流す「緑のダム」としての機能を持ちます。特
に飲料水や工業用水を多く使う企業にとっては、「自
社の事業に不可欠な水資源を守っている」というス
トーリーとして語ることができます（矢作川・豊川流域
の水源保全について流域の産業が関心を持つべき）

土砂災害の防止・国土保全
手入れされた森林は根が深く張り、土砂崩れや土壌
流出を防ぎます。これが地域の防災・減災に直結す
るため、「地域の安全・安心を守る企業」としての信頼
性、レジリエンスを高めることができます。



生物多様性、ネイチャーポジティブという納得感（SAGA COLLECTIVEより）

カーボン・オフセットを免罪符にしない



水源涵養 『飲水思源（いんすいしげん）』（もりとみず基金）

「中国に『飲水思源（いんすいしげん）』という言葉があります。水を飲むときは、その源を想え、と。
現代の都市生活は高度な分業で成り立っていて、道路の掃除も、水の管理も誰かがやってくれる。
でも、その『誰か』が見えなくなったとき、都市は実はとても脆いものになるように思います。」

そう語るのは、高知県土佐町にある「一般財団法人もりとみず基金」の事務局⾧、尾崎康隆氏だ。
一般財団法人もりとみず基金とは、四国の水がめ・早明浦（さめうら）ダムを擁する嶺北（れいほ
く）地域の4町村（土佐町、本山町、大豊町、大川村）と、利水地域（水を使う地域）にある
香川県高松市が連携し、2024年に設立した広域プラットフォーム（中間支援組織）である。山と
水を起点に、上流域の自治体だけでなく、その恩恵を受ける下流域の都市や民間企業をも巻き込
み、水源保全活動と経済的な循環を両立させることをミッションに掲げている。

IDEAS FOR GOOD の記事より 富山 恵梨香 共同編集⾧著

基金では林業人材育成研修としてJクレジット基礎講習を開催

【水資源を用いる企業が森にクレジットの活用などで投資すべき理由】



防災としての機能（宮城県、みやぎ海岸防災林・森林づくり協議会）

2025(R7)年4月1日～2033(R15)年3月31日(8年間)でクレジットの創出

2025年12月1日 宮城県よりリリース
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（参考）その他の森林クレジットの持つ可能性について

地域経済の活性化・地方創生への寄与
クレジットの購入代金は、地元の森林組合や林業従事者の活動資金となります。これが雇用の維持や技術継承に繋がり、

「地域経済の循環を支えている」という地域貢献（ローカルSDGs）の側面を強調できます。
ESG投資・企業評価における加点要素

CDP（気候変動などの環境情報開示システム）やSBT（科学的根拠に基づく目標）などの国際的なイニシアティブにお
いて、森林由来のクレジット活用は「バリューチェーン外の削減貢献」や「自然資本への投資」として評価される傾向が強まっ
ています。

社員エンゲージメント・帰属意識の向上
自社が環境貢献や地域貢献を行っていることは、従業員の誇り（シビックプライド）や働きがいを高めます。また、社内向け
の環境教育として「私たちが購入したクレジットの森」を見学する研修などを行えば、一体感の醸成にも繋がります。

エシカル消費・サステナブル志向の顧客層へのアピール
Z世代を中心に、環境に配慮した商品・サービスを選ぶ傾向が強まっています。「この商品の売上の一部は愛知県の森を守
る活動に使われますいったメッセージは、価格以外の購入動機（応援消費）を生み出します。

自治体や他企業とのパートナーシップ構築
愛知県などの自治体からクレジットを購入することで、行政との接点が生まれます。これを機に、環境分野以外での連携協定
や、同じ志を持つ他企業とのビジネスマッチングの機会（新たなネットワーク）が得られることがあります。

将来的なカーボンプライシングへの備え（予行演習）
今後、炭素税などの「カーボンプライシング」が本格導入される可能性があります。今のうちからクレジット取引（炭素の金銭的
価値化）に慣れておくことは、将来の経営リスクを低減する「インターナル・カーボンプライシング（社内炭素価格）」の導入準
備としても有効です。

ウェルビーイング・健康経営への活用
森林保全に貢献するだけでなく、実際にその森林を社員の保養やメンタルヘルス対策（森林浴）に活用する権利などが付
帯する場合（あるいは交渉する場合）、「健康経営」の文脈でもメリットを享受できます。

統合報告書や広報資料での具体的なストーリーテリング
単に「CO2を○○トン削減しました」という数字だけでなく、「地元の○○の森の間伐を実施し、○○という希少種の保護に
繋がった」といった「顔の見える、体感できる物語」として広報できるため、読み手の共感を呼びやすくなります。
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1.森林クレジットの活用事例
2.森林クレジットの持つ可能性
3.森林クレジットの活用におけるストーリー作りと留意点

本日お話する内容
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「森林からの恩恵を受けていない人はいない」という知識と意識の回復へ。

日本において、水資源、そして自然からの恵みとしてあらゆる食べ物を得て生活している以上、そ
れらが森林の恩恵によって成り立っていることは確実です。
産業化や都市化によって、森林との距離感が出来、恩恵が見えづらい状況にありますが、昨今の
ネイチャーポジティブへの関心の高まりを受けて、大手企業を中心に森林や水資源、生物多様性
への正と負のインパクトを可視化し情報開示する動きが広がっています。
森林は、都市部の社会と対局にある「貢献すべき対象」ではなく、自らの生活の豊かさを担う重要
な資源として、総出で支え続け未来にバトンを渡していくものと認識する必要があります。

ストーリー作りの考え方について（活用側）

➀地産地消（事例:喜多方市、SAGA COLLECTIVE）
地域産のクレジットの活用により、自らの活動地域の流域を豊かにすることに貢献。

➁地域間連携（事例:トランスコスモス）
関わりの深い地域や、繋がりを広げたい地域、被災地域のクレジットを活用し森づくりを支援す

ることで、社会的ネットワークの広がりを目指す。

➂補完的なストーリー（事例:スーパーホテル）
クレジットの購入以外にも植林や間伐活動、ハイキングなどで実際に森へ関わるレクリエーション

や社員研修活動のほか、森づくりの現場に関する情報を発信するなど、社会の関心を高める行
動も重要です。
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「森林からの恩恵を受けていない人はいない」という知識と意識の回復へ。

ストーリー作りの考え方について（創出側）

➀創出プロジェクトのネーミング
クレジット購入担当者の注意を引きつけ、その後のカーボンオフセットを始めとする広報活動の現

場でステイクホルダーからの共感と理解を得られ易いモノが良い。
• 大館北秋田間伐促進事業 けっぱれ東北!震災復興支援プロジェクト
• 鳥取県芦津財産区による森林整備活動を用いた温室効果ガス排出削減事業～芦津の森

いきいき木こりプロジェクト～
• 中江産業株式会社の持続可能な森林経営促進型プロジェクトⅠ【徳島県・岐阜県】～ナカ

エの森・地球がよろこぶ森林プロジェクト～

➁社会貢献要素の訴求などのサブストーリーの具備
• 「大館北秋田間伐促進事業 けっぱれ東北!震災復興支援プロジェクト」では、東日本大震災

に際して売上の25%を被災地へ寄付し、復興支援に寄与。（グリーンプラス株式会社が主
導）

• 中勢森林組合（三重県津市）」では、クレジットの販売収益を、「次世代に向けた森林環境
学習イベント」の開催費用や、「さらなる津市内の森林整備」、そして森林を維持している「森林
所有者への適正な還元」に用いており、森と人が共存する循環型のモデルを構築しています。
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「森林からの恩恵を受けていない人はいない」という知識と意識の回復へ。

ストーリー作りの考え方について（創出側）
➂クレジットの譲渡式の開催
クレジットの購入者への譲渡式を開催し、市⾧や県知事、森林組合の⾧などからの譲渡証を

授与する様子を自治体のウェブサイトなどで公開することで、購入側への活用インセンティブを高
め、リピート獲得を図る事例があります。
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ストーリー作りの考え方について留意点（グリーンウォッシュのリスク）

自然環境との共生が経営に求められるにつれ、やや義務的な事情で環境貢献を表現する事例も
増えつつあります。ここでは、内容によって誇大表現と批判されるリスク（グリーンウォッシュ）について
言及します。

➁森林クレジットの比率や数量
予算の事情などから、カーボンオフセットに用いるクレジットの大部分が自然由来以外の安価な

クレジットである場合も多くある中で、例えば、森林クレジット:それ以外＝100:1 といった実
態において一様に「貢献」を表現することへの批判に晒されるリスクがあります。
→「カーボンオフセットの一部は森林クレジットを活用」「うち１t-CO2に〇〇の森林クレジットを活
用し、今後その量を増やしてまいります。」といった表現への配慮が必要。

➀開示情報の不足
どこの森林か、オフセットの対象範囲、どのくらいのトン数か、などの説明が不足することで、

「貢献したい」「森づくりを紹介したい」といった気持ちが伝わらず、「本当かな?」「森ってどこだろう」と
いった疑問とともに、やっつけ感が伝わってしまうリスクがあります。
→〇〇の森づくり活動まで伝わるような文言や、どのくらいの量のクレジットを活用し応援しているか
といった具体情報や実施の背景（企業理念）などを盛り込みたい。

『当社では森林クレジットを活用したカーボンオフセットによりCO2を削減し、
森づくりに貢献しています。』
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